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Disposable Plastic Bagを用いての閉鎖式導尿法の検討

名古屋第一赤十字病院泌尿器科
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  Sixty－five abacteriuric patients requiring indwelling catheter after urological operation

were studied with a closed drainage system using plastic disposable drainage bag． AII of ・

patients received ad皿inistration of a皿picillin， carbenicillin or cephalothin for five to seven

days after surgery．

  Thirteen percent of sixty－five patients became infected during the entire period of ca－

theter drainage． Positive urine cultures of bladder urine sharply increased after seven days

of catheterization． The closed drainage system is effective not only in preventing catheter－

associated infection but in nursing care of urological ward．

  The closed drainage syste皿should be practiced to prevent hospital infection during ind．

welling catheterization．

        緒    言

 滅菌されたbag catheterが，日常的に用いられる

ようになって以来，留置カテーテルは，手術中，手術

後のpatient careに不可欠となっている．とくに泌

尿器科手術においては，直接に尿路に侵襲を加えるこ

とが多いために，留置カテーテルは泌尿器科的治療の

中心といえよう．留置カテーテルの合併症として最．も

重要な問題は尿路感染であり，なんらかの処置をしな

い場合留置カテーテルをおこなった95％が4日以内に

細菌感染にさらされることは早くも1955年，Kassに

よって報告され1），現在広く認められている．留置カ

テーテルの細菌感染を予防するために現在までに，抗

生物質の全身投与や局所投与，抗菌剤および抗生物質

による膀胱持続潅流などが試みられてきており，抗生

物質の全身投与を除いては，なんらかの成果があげら

れている．無菌的な閉鎖式導尿法は最も簡単な方法で

あり，1962年Millerらによって試みられて以来2），

その有用性がしだいに確認されて，現在では留置カテ
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一テルに伴う感染予防の主座が与えられている．これ

にはKuninの広範な努力が大きくあずかっていると

考えられるが3），それにもかかわらず本邦においては

2，3の実験的報告がなされているにすぎない．その理

由としては，closed drainageに要する器具の入手が

容易でない点が最も大きな要因であろうと思われる．

 われわれは1973年春より，disposable drainage

bagを一般臨床に応用しているが，細菌感染の予防と

カテーテル管理においてすぐれた成績をおさめること

ができたので報告する．

方 法

 1973年4月より1974年2月まで名古屋第一赤十字病

院泌尿器科にて手術をおこない，術後，手術室で留置

カテーテルを挿入した術前感染のみられなかった65例

を対照とした，また，1973年4月以前に，同じような

条件下にある開放式留置カテーテルをおこなった34例

を対象とした．対象症例を手術部位によって分類した

ものをTable 1に示した．下部尿路手術の占める割

合は，開放式で64．5％，閉鎖式で65，1％であった．閉

鎖式導尿法の採尿袋はCutterのdisposable plastic

bagを用い（Fig，1），留置カテーテルとの接合はすべ

て手術室にて無菌的におこなった．開放式では，留置

カテーテルは滅菌したビニール管に接合して，滅菌さ

れていないビニール袋に導いた．

留置カテーテルの管理

 閉鎖式では全留置期間中，原則としてカテーテルと

bagとの接合をはずさず，できるかぎり膀胱洗浄はし

なかった． 採尿袋中の尿は1，000ccから1，500 cc

（bagの全容量は2，000 cc）で排出させた．外尿道口

とカテーテルとの間を1日1回，1％ヒビテングリコ

ネート液を浸した綿球で清拭し，他に市販のマリアナ

ヅプ（0．02％逆性石鹸を浸し拭綿）で，患者または

付添人に随時に清拭させた．

Table 1．症例の手術部位による分類

ER

Fig． 1． Cutter’s dlastic drainage bag．

 開放式では凝血が排出される間は1日1回5， OOO倍

過マンガ￥酸カリ液，または玉％シノミン液にて膀胱

洗浄をおこない，尿が血性でなくなった時はそのまま

放置した．採尿袋は1日1回これを新しいのにとりか

えた．全経過中術後抗生剤投与として主としてami－

nobenzyl－penicillin 1日29， sulbenicillinまたは

carbenicillinを1日49cephalothin 1日2～39

のいずれかを朝夕2回に分割して点滴注入した．いず

れも単独で使用し他剤の併用はしていない．

 留置カテーテル使用期間中は原則として隔日に直接

カテーテルを穿刺して滅菌的に膀胱尿を採尿して尿中

細菌の定量培養をおこない，尿1cc中105個以上の

細菌を認めたものを尿中細菌陽性とした．

成 績

開放式

上部尿路手術

下部尿路手術

 腎

腎 孟

尿 歩

調 胱

前立腺

尿 道

7例

2

3

12例

6

15 ［22
1

閉鎖式

11例

12

7

10

22

3

30例

35

」L一＿上＿’

 全留置期間中を通じて尿中細菌陽性であった割合を

Table 2に示した．開放式では34例中25例（73．5％）

、であり，閉鎖式では65例中13例（20．O％）であった．

上部尿路と下部尿路に分けて検討するとTable 3のご

とく閉鎖式を用いると1／3から1／4に感染が減少する

ことが認められた．前立腺肥大症の術後感染も同様で

あった．

 膀胱洗浄は原則としておこなわなかったが，前立腺

摘出術後および膀胱部分切除術後に膀胱洗浄を必要と

した症例が8例あったがいずれも膀胱洗浄と感染との
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Table 2．留置：カテーテル中の感染率

541

器品 記数 感染率

直心血導尿法

ﾂ鎖面出尿法

34

U5

25

P3

1 73．5％．120．O％

Table 3．手術部位別の感染率

翻数感rw ww
         開放式  12
上部尿路手術
         閉鎖式  30

州58．4％
4 113．3％

         開放式  22  18 82．0％
下部尿路手術
         閉鎖式35 91 25・7％

前立腺摘出術
i下部尿路より再掲）

開放式

ﾂ鎖式

15

Q2

10

S

66．5％

P8．2％

間には関係を認めなかった．カテーテル交換をおこな

った症例は2例ありいずれも交換後に細菌陽性となっ

た．

考 察

 留置カテーテルに伴う尿路感染が問題になりだした

のは1950年代の後半からであるが，いわゆるcathe－

ter feverについては1883年にすでに報告がみられる

という4）．尿閉患者の導尿に伴う感染については主と

して分娩出産に伴う症例について検討されており，膀

胱穿刺によって尿を排出した場合は全く感染が起こら

ないのにかかわらず導尿をおこなうと明らかにそのこ

感染が認められ，その頻度は22．8％～29％と報告され

ている5～s）．

 留置カテーテルをおこなえば感染の危険は急増し

Kassによれば開放式留置：カテーテル法の95％が4日

間で感染を生じており1），Coxらは何も処置しないと

72時間で全例に感染が起こると報告している9）．開放

式留置カテーテルの感染頻度はLintonらは4日間で

85％7），Sladeらは4日間で97％5）， Martinら3日間

で100％1e）， Millerらは7日間で100％2）などの報告

がみられているがいずれにせよ留置カテーテルを持続

する限り1週間以内で全例に細菌感染がみられること

は確実である．

 カテーテルに伴う感染の対策として最も初期に試み

られたのは抗生物質の全身投与であるが，1940年代の

報告では抗生剤の効果が著明であるにかかわらず11），

PlodeらがKMの効果を認めた以外は12），抗生物

質の全身投与の効果は部分的であり10・13，14），Kassは

全身投与は単に耐性菌感染を助長するにすぎないとま

でいっている1）．

 留置カテーテル感染の対策として薬液および抗生剤

の局所的な投与は古くからおこなわれておりある程度

の効果が認められている．Lintonらは導尿後tlc5， OOO

倍のヒビテwh＆を注入した場合には28％あった導尿後

の感染が5．5％に減少したと報告しており7），Slade

らも抗生剤の局所的使用の効果を認めている5）．Kass

＆Sossenは3－way catheterを用いて0．25％酢酸液

で膀胱潅流をおこなっているが，Martinら10）は0．25

％酢酸液およびneomycinとpolymyxin B混合液

について2～3日の留置カテーテル後の感染を検討し

前者では20％に感染がみられたが，後者では全く感染

がなかったと述べている．しかし薬液による膀胱潅流

を長期間続けるのは困難であり，また長期間続けたと

きの効果は疑問である．

 Thomtonらはneomycinとpolimyxin B混合
溶液を用いた成績を報告しているが10日以上では細菌

感染の予防は困難であったという16）．

 Closed drainage systemは， Millerらによって

密栓したガラスびんにホルマリンを入れたもので始め

られ2），本邦でも2，3の研究者が興味をもって試用し

ている．Millerらによれば本法を採用することによ

って49例の最：長14日間の留置カテーテル期間中10％

に2），29例の8日から78日の長期留置でも21％に感染

をみたにすぎない18）．しかしMcFadyenらは同法で

60～72時間で52．2％の感染をみたと報告しており19），

Gillepsieらも述べているごとくガラスびん法はその

操作が容易でなくじょうずにあっかわないと感染が発

生しやすい危険がある2e）．ガラスびんは破損の危険が

あるためにGillepsieらはplastic bagを用いて同じ

原理の閉鎖式導尿をおこなっているが2D，4日聞で30

例中17％の感染率であったと報告している．plastic

bag法は，本邦ではClinipack法として報告されて

いるが22），これらの方法はガラスびんまたはbagに

貯留した尿を排出させるたびに，びんやbagを開放

しなければならないことと取扱いに不便なため，一般

臨床に応用されないままになっていた．

 Desautelsら23）は点滴セット型のdrip chamber

をdrainage tubeの間に入れてそのtubeの末端を

上方端をcutした滅菌plastic bagの中に入れて尿

を導くsemi－closed drainage systemを紹介し，本

邦でも萩野らによって追試されたが24），この方法も取

扱いの点でじゅうぶんに一般化されなかった．

 Closed drainage systemの普及はbotto皿drain－

ageのplastic bagの開発によって，主として

Kuninの努力により広く一般病院での使用が可能と

なった．留置カテーテルに伴う細菌の侵入門戸は，①



542 小幡・ほか：閉鎖式導尿法

カテーテルと尿道粘膜との問，②drainage tubeの

末端，③カテーテルとtubeとの接合部の3ヵ所があ

げられているが，なかでもdrainage tubeの末端か

らの細菌の逆行性の侵入が最も大きな役割を果してい

る．

 Plastic bagを用いての閉鎖式持続導尿法の利点は，

①留置カテーテル中の細菌汚染が予防できる，②膀胱

洗浄の手間がはぶける（薬液注入の必要がない），③

病室での交叉感染が予防できる，④取扱いが便利であ

る，⑤患者の体動を妨げない，⑥病室内を清潔に保て

る，⑦病室内の官臭を除去できる，等であるが医学的

な利点のほかに看護上でも見のがせない利点が多く，

とくに尿臭の除去は従来の泌尿器科病室の印象を一変

させたかの観がある．

 Closed drainage systemの管理にあたってわれわ

れが留意した点をあげると，①カテーテルの挿入は

確実に清潔におこないカテーテル挿入に先だってbag

をカテーテルに接続しておく，②bagの容量2，000cc

に達するまえ，できれば1，000cc前後で排液をする，

③膀胱洗浄はなるべくおこなわずもし必要ならば完全

に清潔な状態でおこなう，④bagを床につけないよう

にする，⑤会陰部の剃毛をする，⑥カテーテルと外尿

道口の間を1日1回は1％ヒビテングリコネート液で

消毒するほかに随時マリアナップにて清拭して分泌物

が付着しないように注意する，⑦排液管に塩類粘液な

どが付着したときは排液管がつまる以前にbagを』と

りかえる，等の事がらであり，とくに患老に対して

closed drainageの意義をじゅうぶん説明することが

重要である．

 閉鎖式持続導尿法を用いても留置日数が増加するに

つれて細菌感染のある症例が増加するが，閉鎖式では

3～5日までにほとんど全例に感染が発生するに比し

てあきらかに感染発生する日が遅れている．その経

過はFig．2に示した．またKuninらにならって25）

patients at risk とcumulative percent infected

をTable 3に示した． patients at riskはその当日

に留置中の症例中感染のないものを表わしている．ま

たcumu！ative percent infected（感染累積百分率）

はその日までに感染のみられた全症例をその当日の未

感染症例とその日までに感染のみられた全症例の和で

除したものを百分率で表わしたものである，別にその

当日の全留置症例のなかに感染例の占める害拾を

percent infected at dayとしてグラフに示した

（Flg． 3）．

 Plastic bagによるclosed drainage systemの細

菌感染予防効果は最も多くの症例について検討した
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Kuninらによれば25），カテーテル留置580例中感染の

発生は23．1％でその留置期間は2日～31日である．

Kuninらの症例中抗生剤の投与がおこなわれたのは

580一中522例でその61．8％にPC，54．3％にSM，20，3

％にCPが使用されている．われわれは術後症例とい

うこともあって全例aminobepzyl penicillin， su1・
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benicillin， carbenicillin， cephalothinのいずれかを

投与した．われわれの対象とした泌尿器男手術後につ

いてみるとKuninらによる感染率は159例中41例

（25．8％）であり，われわれは65例中13例（20％）に

感染をみた．経時的にみると，7日目の感染は105例

中16例（15。2％），われわれの症例は47例中10例（21．2

％）であり，14日目では66例中33例（50％），われわ

れの症例では14例中5例（35．7％）であった．Kunin

らの報告とわれわれの症例とは条件が必ずしも同じで

ないので簡単に比較できないが，いずれもopen dra・

inageに比して感染率が著明に少ないことは明らかで

ある．

 Closed drainageを続けた場合，最終的には100％

に汚染がみられるがうまく管理されると長期間無菌の

ままで経過できる，Kuninらは膀胱尿が無菌の最長

例は37日であったと述べている．

 KuninらはBard－ParkerのPlastic bagを用い

ているがba9中の感染も少なく，662件のdrainage

bag中25．7％が汚染されていたにすぎない．われわ

れの経験ではbag内の感染は比較的多くみられ，い

ったんbagに菌がはいればそれがたとえ少量でもま

もなく105／皿1以上に増加してbagを交換するまで

消失しない．しかしbagの汚染は必ずしも膀胱内の

汚染に直結せず，Thomtonら2fi）はMacbickのbag

を用い27bag中22 bagに汚染があったにかかわ

らず33例中10例にしか膀胱内の感染は起こらなかった

と報告している．Thorntonらのcaseでは4日目よ

りbag汚染があるにもかかわらず9日間の留置期間

中全く膀胱尿に感染がみられなかった症例が含まれて

おり，bagからカテーーテルへの逆行性感染の防止が

closed drainage systemの1つのpointであること

を示している．

 われわれは今回bag内の細菌培養を積極的におこ

なわなかったためbag汚染と膀胱尿感染の比率につ

いて検討することはできないが，bag内の尿にある程

度の混濁がみられてもカテーテル尿に菌を認めない場

合がたびたびみられた．

 Closed drainage systemに用いるplastic bagは

現在数種が市販されている．これらのplastic bagは

それぞれ特徴があって汚染防止効＝果にも差があり，こ

の問題はFinkelbergらにより検討されている27）．本

邦でも現在各種のdrainage setが入手可能であ

り，熊沢らによって種々なsetが比較検討されてい

る28）．われわれは最も早く入手できたという理由だ

けでClltterのものを用いているが，汚染率を減少さ

せるにあたってさらに種々なくふうをする場合当然
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bagそのものの性能が問われることと思われる．

 細菌のいまひとつの侵入門戸である尿道周囲に，殺

菌剤ないし抗生剤を用いることによって閉鎖式導尿法

の感染防止効果を高めようとする試みがおこなわれて

いる．Gillepsieら20）はcatheterを穿通して尿道口

に接するようなplastic padを作りその中tlこ5，000倍

ヒビテン液を注入して，これを尿道口に密着させ細菌

の侵入を防ぐ試みをなし，婦人科患者に対する4日問

の閉鎖式導尿に適用し38％の感染を17％にしえたと報

告している．Kuninら29）はFoley catheter中に尿

道部分に開口するtubeを挿入して，ここよりpoly－

myxin Bを加えたmethylcelluloseの溶液を注入

してその効果をみているが，女性に対しては無処置群

に比して5日目のcumulative percent inftectedで

58％から25％と感染率の減少が認められたが，男性で

はこの方法は感染率減少に役だたなかったと報告して

いる．

 以上述べたように，閉鎖式導尿法の成績を向上させ

るためには，①採尿袋の尿汚染が直接膀胱感染となら

ないようにする，②尿道周囲よりの細菌感染を予防す

る等のことがpointであろうが，①については採尿

袋より尿の細菌培養を経時的におこない，汚染が高度

になる前に袋をとりかえることによって膀胱内感染の

予防ができると思われるが，②については殺菌剤，抗

生物質などによる予防は限界があると思われるためこ

の方面でのくふうが急がれる現状といえよう．

結 語

1）泌尿器若手術後の患者にdisposable plastic bag

による閉鎖式導尿法を採用し開放式に比してすぐれた

細菌感染防止の効果を認めた。

2） Aininobenzyl penicillin， sulbenicillin， carbeni－

cillin， cephalothin等の投与下における開放式導尿法

の細菌感染率は34例中25例（73．5％）であったが，閉

鎖式では65例中13例（20．0％）と1／3以下に減少した．

この傾向は手術部位に関係なく認められた．

3）閉鎖式導尿法は細菌感染予防というほかに看護上

および病室を清潔に保てるという点で意義があり，今

後広く一般臨床に用いられるべきであると考えられ

る．

 本論文の要旨は日本泌尿器科学会の第101回東海地方会，

第23回中部連合地方会，第62回総会にて報告した．
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